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２Ｊ２  

特 指 間の関 性分析 

 

 
一郎 川大学） 

 

 

 
はじめに 

 本研究の目的は、 業内における発明の 業化といった外部から観察 な行動と、発明を保 する

ため特 化といった外部から観察容 な行動がどのような関 にあるのかを明らかにすることである。

すな 、本研究では、 業外部から観察容 な特 書誌情報に基づく特 指 によって、 業内部の

観察 な 業行動をどの 明することが可能なのかを明らかにする。 

 

 

発明の 用 始と同時に特 出 がなされる。したがって、発明の 用 始年と特 出 年は

一 する。 

発明の 用 始と同時に特 の 査 がなされる。したがって、発明の 用 始年と特

査 年は一 する。 

発明の 用 と同時に特 の がなされる。したがって、発明の 用 年と特 の

年は一 する。 

発明の 用 始と同時に特 出 がなされ、発明の 用 と同時に特 の がなされ

る。したがって、発明の 用 間と特 の 持 間は一 する。 

 

計 

 

 発明の 用 始年と特 出 年との関  
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） は発明の 用 始年－特 出 年、 は件 。 

 

 発明の 用 始年と特 出 年との関 業別） 
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特 指 間の関 性分析 

 

 
一郎 川大学） 

 

 

 
はじめに 

 本研究の目的は、 業内における発明の 業化といった外部から観察 な行動と、発明を保 する

ため特 化といった外部から観察容 な行動がどのような関 にあるのかを明らかにすることである。

すな 、本研究では、 業外部から観察容 な特 書誌情報に基づく特 指 によって、 業内部の

観察 な 業行動をどの 明することが可能なのかを明らかにする。 

 

 

発明の 用 始と同時に特 出 がなされる。したがって、発明の 用 始年と特 出 年は

一 する。 

発明の 用 始と同時に特 の 査 がなされる。したがって、発明の 用 始年と特

査 年は一 する。 

発明の 用 と同時に特 の がなされる。したがって、発明の 用 年と特 の

年は一 する。 

発明の 用 始と同時に特 出 がなされ、発明の 用 と同時に特 の がなされ

る。したがって、発明の 用 間と特 の 持 間は一 する。 

 

計 
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） は発明の 用 始年－特 出 年、 は件 。 
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） は発明の 用 始年－特 査 年、 は件 。 

 
 発明の 用 年と特 消 年との関  
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） は特 消 年－発明の 用 年、 は件 。 

 
 発明の 用 間と特 持 間との関  
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） は特 持 間－発明の 用 間、 は件 。 

 
分析 定的な分析結果） 

用 始年を被 明 とした分析結果によれ 、 ）出 年の は 意、 査 年の は

意 ） の が 意、 ） 可能性の が 意、 ） 業 ーの が 意、

） 定「出 年の 」は 、 定「出 年の 」は 持、 ）

定「 査 年の 」は 持、 定「 査 年の 」は 、であった。 

から、他の要因を しても発明の 用 始年と特 の出 年は 一 することが明らかとなっ

た。また、発明の 用 始年に対して、 可能性の要因が少なからず影響を すことを観察でき

た。 

用 年を被 明 とした分析結果によれ 、 ） 消 年の は 意 ） の

が 意、 ） 可能性の が 意、 ） 業 ーの が 意、 ） 定「

消 年の 」は 持、であった。 

から、他の要因を しても発明の 用 年と特 の 消 年はな ら一 しないことが明ら

かとなった。また、発明の 用 始年とは に、 の要因が少なからず発明の 用 年に対して

影響を すことが観察された。 
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） は特 消 年－発明の 用 年、 は件 。 
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） は特 持 間－発明の 用 間、 は件 。 

 
分析 定的な分析結果） 

用 始年を被 明 とした分析結果によれ 、 ）出 年の は 意、 査 年の は

意 ） の が 意、 ） 可能性の が 意、 ） 業 ーの が 意、

） 定「出 年の 」は 、 定「出 年の 」は 持、 ）

定「 査 年の 」は 持、 定「 査 年の 」は 、であった。 

から、他の要因を しても発明の 用 始年と特 の出 年は 一 することが明らかとなっ

た。また、発明の 用 始年に対して、 可能性の要因が少なからず影響を すことを観察でき

た。 

用 年を被 明 とした分析結果によれ 、 ） 消 年の は 意 ） の

が 意、 ） 可能性の が 意、 ） 業 ーの が 意、 ） 定「

消 年の 」は 持、であった。 

から、他の要因を しても発明の 用 年と特 の 消 年はな ら一 しないことが明ら

かとなった。また、発明の 用 始年とは に、 の要因が少なからず発明の 用 年に対して

影響を すことが観察された。 

用 間を被 明 とした分析結果によれ 、 ） 持 間の は 意、 ）それ 外

のどの も 意、 ） 定「 持 間の 」は 持、であった。 

から、他の要因を しても発明の 用 間と特 の 持 間はな ら一 しないことが明ら

かとなった。 

まとめると、観察可能な特 行動から 業内部の発明に関する行動を することが可能なのは、特

出 からの発明 用の である。 

 

 計結果 
利用開始年 利用開始年 利用開始年 利用終了年 利用終了年 利用終了年 利用期間 利用期間 利用期間

出願年 0.90984*** 0.93568*** 0.96227***
[0.12101] [0.12239] [0.13027]

審査請求年 0.11258 0.09511 0.09008
[0.12300] [0.12338] [0.12691]

権利消滅年 -0.11492 -0.09741 -0.18668
[0.37226] [0.40157] [0.41975]

権利維持期間 0.6034 0.52477 0.28982
[0.41088] [0.42358] [0.59046]

売上高HHI 24.69335 24.59479 29.1901 384.61167** 391.38426** 411.72956** -8.74591 -80.10465 -265.31968
[26.54488] [26.44753] [27.29973] [132.37756] [143.79339] [149.90137] [385.53577] [396.89337] [487.38990]

研究開発費HHI -1.3525 -1.3218 -1.45022 -25.32252*** -25.27592*** -22.88406** 4.27315 2.95459 6.57677
[0.95412] [0.95095] [1.01806] [5.53136] [5.74226] [7.61384] [5.77165] [6.00498] [7.44621]

特許の重要性 6.62976*** 6.44439*** 6.94752*** -5.58 -5.74394 -9.18529 0.34747 -2.32903 -8.31993
[2.33880] [2.33512] [2.44149] [6.76717] [7.09236] [8.12489] [11.18909] [11.67560] [16.35219]

スピードの重要性 -32.89430*** -31.99757*** -34.54469*** 28.00169 28.8051 46.18761 -0.64285 11.39389 38.83643
[11.65166] [11.63191] [12.17222] [33.50569] [35.10811] [40.21991] [55.51547] [57.58451] [79.79017]

従業員数 -0.01559 -0.01884 -0.02073 0.13396 0.10545 -0.22988 1.07963 0.69997 -0.61454
対数 [0.17105] [0.17044] [0.17850] [0.91088] [0.96148] [1.11184] [1.58099] [1.65016] [2.43924]
機械製造業 -151.87103*** -147.49766*** -159.22479*** 133.56352 137.51664 218.49448 0.8307 56.45085 182.96391
ダミー [53.65854] [53.58045] [56.08153] [153.69291] [161.29805] [185.38445] [254.51774] [264.11935] [366.51707]
建設業 -424.98758*** -413.13789*** -445.80260*** 374.48083 385.26178 612.1873 -7.53059 147.30442 495.03641
ダミー [150.75753] [150.51479] [157.44970] [434.16622] [455.27646] [522.09690] [718.96382] [745.48257] [1,028.78758]
自動車・同附属品製造業 153.97181*** 149.48265*** 161.12097*** -141.57353 -145.52022 -226.1167 7.08714 -51.63865 -182.28163
ダミー [54.66794] [54.59022] [57.07130] [156.83870] [164.51448] [188.37901] [258.68596] [269.04057] [372.42675]
繊維・化学工業 -274.58409*** -266.83527*** -288.01259*** 252.92391 259.97975 407.15754 5.19482 101.41125 318.10214
ダミー [97.82144] [97.66708] [102.17039] [279.12983] [292.82133] [335.70356] [462.97273] [479.14729] [656.82199]
鉄鋼・金属製品 -471.22498*** -458.22319*** -494.64032*** 404.8135 416.631 666.75153 -6.32218 164.89094 553.0874
・非鉄金属製造業ダミー [166.95031] [166.67519] [174.41412] [479.98526] [503.22756] [576.74216] [795.39434] [824.71069] [1,139.92463]
電気機器製造業 -102.97808*** -100.13330*** -108.06698*** 93.15128 95.86506 151.83632 -0.41222 33.59495 113.44056
ダミー [36.37655] [36.31722] [38.04880] [104.52715] [109.72438] [126.23152] [173.69987] [179.25128] [245.53946]
発明者数 -0.54807 -0.36619 -0.17803 -0.98184 -1.82952 -4.13427
対数 [0.44717] [0.52862] [1.12782] [1.52683] [2.05839] [3.47271]
出願人数 -0.20083 0.8736 8.79968
対数 [1.00153] [3.24303] [8.61226]
請求項数 -0.2769 1.27243 -0.74436
対数 [0.39112] [0.94067] [1.97821]
IPC数 -0.12277 0.0514 0.04636

[0.15303] [0.42146] [0.84634]
定数項 1,406.85432*** 1,351.18818**1,421.46345*** 978.10134 907.37572 315.35735 6.43892 -502.71475 -1,666.47

[516.60614] [516.70915] [532.62311] [1,331.25628] [1,451.09290] [1,667.93895] [2,443.43158] [2,529.14025] [3,489.75412]
サンプル数 82 82 82 27 27 27 26 26 26
修正済決定係数 0.84879 0.8499 0.84561 0.55191 0.51836 0.4895 0.0366 0.02078 -0.16626

出願年係数=1
棄却できず

ただし、=0は棄
却

棄却できず
ただし、=0は棄

却

棄却できず
ただし、=0は棄

却
－ － － － － －

審査請求年係数=1 棄却 棄却 棄却 － － － － － －
権利消滅年係数=1 － － － 棄却 棄却 棄却 － － －

権利維持期間=1 － － － － － －
棄却できず

=0も棄却できず
棄却できず

=0も棄却できず
棄却できず

=0も棄却できず
Standard errors in brackets
* significant at 10%; ** significant at 5%; *** significant at 1%  
 

結論 

 本研究では、日本 業の特 行動について出 日・ 査 日・ 日・ 持 間と、特

によって保 を ろうとしている発明の 用 始日・ 用 日・ 用 間との間にどのような関 性

があるのかを中心として分析してきた。主要な結論は の通りである。 

 

発明の 用 始日との関 で見ると、出 日よりも に 用される発明は全 の 10.98 、出 日と

同時に 用される発明は 40.24%、出 日よりも に 用される発明は 48.78 であった。 査 日

との関 では、 査 日よりも に 用される発明は 73.17 、 査 日と同時に 用される発

明は 12.20%、 に 用される発明は 14.63 であった。また、出 日よりも発明 用が く発生する

ンプルの影響を くと、 査 日よりも に 用される発明は 62.5 、一 する発明は 7.5%、

に 用される発明は 30 であった。 

発明の 用 日との関 で見ると、 消 日よりも に 用 している発明は全 の 0%、

消 と同時に 用を している発明は 7.4 であり、 りは全て 用 してから特 が消
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していた。 

業別に ると、発明の 用 始日と特 出 日との関 で、大きく異なっていた。 場での

・ 場での や、イノ ー ンの 可能性を高める手 との関 を するよ

うな結果であった。 

な 計分析の結果によれ 、様々な要因をコントロールしても、 ）特 出 年は発明の 用

始時 と 等しい、 ）特 消 年は 計的に発明の 用 時 と等しくない、 ）特

持 間は 計的に発明の 用 間と等しくないことが明らかとなった。すな 、発明の

用 始年と特 出 年の間に 計的に 意な一定の関 があるため、特 出 行動から発明 用につ

いて が可能である。 

本研究の結果は、 合他社の特 行動が を意 するのかといった、 業 上重要な を だ

ものとなっている。また、発明の 用 始時 と特 出 時 との間、発明の 用 時 と特

消 時 との間、それぞれの間に レがあるのも事 であり、な そのような レがあるのか、そ

のような レはどのような要因によって き こされているのかを分析する 要性を 業 上

特 策上 き りにしてくれる。 

ただし、本研究の分析は、様々な をうけており、そうした意 で分析結果には 定的な要 が

まれている。 は、それら を 消しながらより な分析を行うことにしたい。 




